
３．グローバル・ネットワーク・地域資源
の活用
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「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－

出所：「第２回 明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」（内閣官房） 31



日本版DMOの概要と取組事例

n 日本版DMOとは、民間事業者、地方自治体、地域住民等の多様な関係者と協働しながら、観光地域づくり
を実現するための戦略の策定、その戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人。
（DMO…D estination Management/Marketing Organization)
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外国人観光客のニーズの把握等①

n 国籍によって訪問日数に違いが見られる。アジア地域からの観光客は、８割弱が１週間以内の滞在だが、
欧米地域からの観光客は、６割以上が１週間以上、３割弱は２週間以上の長期滞在となっている。

n 滞在期間の違いには、滞在目的や人員構成だけでなく、母国における休暇取得の状況や休み方も影響し
ている。

国籍別訪問日数（2015年）
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出所：「地域の経済2016」（内閣府）



外国人観光客のニーズの把握等②

n 国籍によって購入物品等に違いが見られる。国籍別に一人当たり消費額（買物代のみ）を比べると、中国の
観光客が非常に多い。

国籍別一人当たりの消費支出額（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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外国人観光客のニーズの把握等③

n 品目一人あたり消費支出のシェアを国籍別にみると、中国からの観光客は、化粧品・香水、服（和服以外）・
鞄・靴、医薬品、電気製品、カメラ・ビデオカメラ・時計のシェアが高く、韓国からの観光客は、服（和服以
外）・かばん・靴、飲食料品・たばこや服、和服・民芸品が上位を占める。

消費支出の品目別シェア（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 35



外国人観光客のニーズの把握等④

n 2016年に入り、中国からの観光客の一人当たりの消費支出及び購入品目のシェアには変化が見られる。
一人当たり消費支出は、2015年から、2016年4-6月期にかけて３割減少している。購入品目のシェアをみる
と、電気製品、カメラ・ビデオカメラ・時計などの高単価品目のシェアが縮小し、化粧品・香水、医薬品といっ
た日用品のシェアが相対的に高まっている。

外国人観光客（中国）の消費支出の変化（2015年、2016年4-6月期）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 36



地方航空機能の拡充①

n 地方空港の発着枠利用率は6-7割にとどまり、稼働率に余力があることから、追加的にインバウンド需要の
取り込みを実現することが可能と見込まれる。

主な地方空港における空港利用率（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 37



地方航空機能の拡充②

n 地方空港の入国者別に外国人観光客の消費額の変化をみると、那覇空港利用客の消費額の伸び率は直
近３年間で約４倍と大きく増加した。背景には、当該空港を利用する外国人観光客数の増加がある。

n 客数の増加に寄与しているのは、主にLCCを含む国際就航路線の拡大である。

主な地方空港 入国者別の外国人観光客の消費額

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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地域商社

n 地域商社には、生産まで含めて地域商社機能を持つケース、流通が独自の地域商社機能を築くケース、全
国で商品カテゴリ別に連携するケースなど多様な主体が考えられる。

n 「ふるさと名品オブ・ザ・イヤー」をはじめ、地域の産品と消費者を直接つなげ、伝えるために行われている
全国レベルでの民間の活動等との連携を促し、地域産品の良さを都市部の消費者に伝える機会を拡大す
ることで、地域商社機能の活性化を図る。

n 地域商社単体の取組だけでなく、日本版DMOや稼げるまちづくり等と連動した取組や地域商社間の連携を
促すため、情報交換の場の提供やイベントの開催等を実施していく。

出所：中小企業庁ホームーページ

39



日本型イノベーション・エコシステム

n 毎年200程度を目安に、５年間で約1000の先導的な技術開発プロジェクトを支援するイノベーション・コン
ソーシアムを形成し、地域の優れた技術の発掘とその事業化に向けた取組を推進する。

n グローバル・ネットワーク協議会（仮称）を設置し、国際市場に通用する事業化等に精通した専門家からな
るグローバル・コーディネーター（仮称）を組織化し、グローバル市場も視野に入れた事業化戦略の立案や
販路開拓等を支援する。

出所：
経済産業省
ホームーページ
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サービス産業の生産性向上

n 「地方版IoT推進ラボ」の普及など、地域企業がその内容や効果に直接触れ、具体的にIoTの活用に踏み込
んでいけるよう、多くの地域企業がIoT活用に関する情報交換や、自社のニーズに合うIT人材やITサービス
発掘を行う機会を提供するため ①地方公共団体が積極的に関与する「地方版IoT推進ラボ」の普及 ②モ
デルとなるスマート向上の整備 ③「スマートものづくり応援隊」に相談できる拠点の整備 ④おもてなしプ
ラットフォームなどの共通のIT基盤の整備 等に取り組む。

n 全国の約半数の地方公共団体が国と連携し、平成32年までに、地元のサービス事業者にワンストップで対
応できるようにする。また、事業分野別指針の策定と成功事例の普及、サービス経営人材の育成、おもて
なし規格認証の全国約30万社による認証の取得などにも取り組む。

出所：
IoT推進ラボ
ホームページ
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